　四日市市を中心とした地域における

　　　　　　　　　　　　若者自立支援関係者会議　議事録
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日時：平成２１年　９月　４日（金）13:30〜15:00

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　場所：四日市市なやプラザ３Ｆ　会議室４
出席者：14名
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　　　　　太田仁氏の講演要録

　※参加者アンケート

はじめに： 紙谷主幹（三重県生活・文化部　勤労・雇用支援室）より挨拶
三重県若者自立支援センター所属。三重県内でのフリーターが約２万５千人、ニートが９千人。社会的、経済的に自立することに対して課題を抱えた若者がいる。個人だけの問題として考えるのではなく、社会全体の問題として取り組んでいく必要がある。

４年前から三重県ではさまざまな事業を展開している。県内にある支援機関のネットワークづくりをしており、この会議もその一つである。

すでに若者の自立支援には多くの人が携わっているが、協力することで一つ一つよりも大きな力になる。さまざまな人や組織が連携しながら力をあわせることが必要。

学校、企業、NPOが連携しながら、各々の資源を相互に有効活用することで大きな効果が得られる。この四日市地域にそういったものを創っていきたいと考えている。

１．参加者自己紹介
○出席者全員が所属・氏名を30秒程度で紹介。
２．三重県内における若者自立支援の取り組み経緯について
◯四日市創造ネットワーク井上よりバックグラウンドを含めて説明。資料1参照
17年度秋：県のニート学習会への参加により、ニートなどの勉強を開始。

問題、課題：対象となっている人が多様。ニートということばでひとくくり。同じ方法では解決は難しい。

原因：社会的要因、個人的な要因がからまって起きている。個人的な責任のみな問題ではなく、原因を追求するのみではなく、社会全体で認識する必要がある。

→社会、家庭、学校、企業、地域全体でのサポートが必要と認識。

18年度：三重県勤労雇用支援室よりNPOとの恊働事業提案、公募。→遊休人財活性化プロジェクトという名称で企画を提案し採択されたことがはじまり。

本年度で４年目：主にアウトリーチ事業、ネットワーク作り、就労体験プログラム、ニートサポート事業。

ネットワーク会議：資料3参照

成果：19年9月、若者自立支援センター設立。縦割りのシステムではなく連携して支援できる拠点ができた。徐々に顔の見える関係が構築されてきた。津、伊勢、伊賀にサポートステーション事業が誕生した。

課題：北勢地区からの参加が得られない。北勢地区に拠点がない。

◯宇佐見より補足説明

　若者が就職できない状況：産業人材育成事業（若年者対象就職支援講座）の開催。

→しかし、なかなか就職に結びつかない。そういった若者をどう支援するのか。

地域で支え合っていくにはどうしたらいいのか。多様な主体がネットワークを創って支援をすることが必要なのではないか。→ネットワークを創る必要がある。

三重県が行っている事業の説明（資料参照）
３．平成１８年度文部科学省委託事業「専修学校におけるNPO団体等と連携したニートに対する職業教育支援事業」を実施して

（資料、パンフレット参照）

ニートが増えた事が社会問題となった。職業教育事業を委託され、展開するようになった。

どのように進めるかを模索しながら実践。

職業教育：資格取得への勉強など。このプロジェクトよりニートという問題の認識、家庭、文部科学省、厚生労働省、企業、行政などさまざまな人の助けが必要と痛感。

２期にわけ15名ほど参加。
４．子ども・若者育成支援推進法について（色刷りの概要図参照）

今年７月に国会で可決。施行は一年以内のため遅くても来年７月。内閣府は来年４月より施行予定。子どもと若者が社会生活を円滑に営むための法律。枠組みの整備、ネットワークの整備の二つがある。

背景：環境の悪化、インターネット、携帯電話の普及。子ども若者の抱える問題の深刻化（ニートひきこもり、発達障害など）

子ども若者の自立を支援するための指針作り。→都道府県で政策をつくる（子ども若者計画）連携をとりながら地域全体で支援をしていくための法律。今後５年間の努力義務の期間を設けてつくられた。
５．厚生労働省委託事業「地域若者サポートステーション事業」について

◯宇佐美より説明

平成18年度よりスタート、ニートなどの若者の自立を支援するための事業。教育機関などとの連携、支援機関でのネットワークを構築し、ネットワークを活用しながら自立に向けた支援をする。対象者：義務教育終了後からおおむね40歳未満の方。現在は県内に3カ所。

現時点での厚生労働省平成22年度の予算要求についての説明。

６．「若者就業サポートステーション・みえ」の取り組み説明について

◯浅井より説明（資料参照）
平成18年より三重県労働福祉協会が厚生労働省の委託を受け、三重県と連携して支援を行う。訪問支援、グループカウンセリング、相談、出張相談会、職場体験、セミナーの開催などを行っている。若者支援センター、おしごと広場などと連携をとりながら行っている。

　
７．９月１２日（土）に開催予定の「若者の自立を考える保護者向けセミナー」について

◯宇佐美より説明（資料参照）

　無業の若者をもつ保護者を対象としたセミナーを四日市総合会館で開催。家庭内のコミュニケーションを円滑にする体験型セミナー。個別相談会も開催する予定。

　◯四日市商工会議所よりジョブカードの説明


昨年より厚生労働省の委託事業として実施。各登録企業で一定の期間働きながら実際の業務を体験する。四日市を中心に企業を募集している。

８．地域における若者就労支援ネットワークづくりに向けて（意見交換）
◯絵に描いた餅。自立っていったい何なのか？　自立の定義があいまい。障害者自立と同じように思える。ある方向の中で、どうやって自立するのかが大半。少し違うのではないか。話を聞いていてもほとんど響かない。いろいろな人が活動しているのだが、ある意味かたよっているように見える。ニートの定義が多様にあるのであれば、その対応も多様にあるべきであって、今回の話はある一部だけのように感じる。

◯四日市では誰がどのように、誰の力で進めていくのかが問題なのではないか。四日市にそうした拠点がないということは、いったいどういうことなのか。最近やっと出張相談会などが持たれているようだが、そのような出遅れ感はどう考えているのか。

→四日市への出張相談は月４回。それでも対応できず８月は月６回にした。ニーズは多い。また多くの相談は１回で終わらず、継続的な対応が求められる。アスト津の自立支援センター、サポートステーションに通ってもらうことも方法としてあるが、四日市からくるのは大変だという方もある。四日市で相談できる拠点があることは望ましいと思っている。

◯なぜ四日市にないのか？

→法人格をもった団体が自ら手をあげ国に応募するという手順にならないと若者サポートステーションはできない。今の段階では出張相談を利用しながら、保健所や福祉の窓口、NPOで社会体験を積むなど、いろいろな機関でサポートを受けるという方法になる。

◯説明の内容がよくわからない。これは行政が積極的にやるのではなく、市民団体が手をあげてやるのか？

→まず団体が手をあげて自治体が推薦し、厚生労働省へ企画書を提出。厚生労働省が優れた団体を選び、選ばれたところが実施する。委託事業のため、契約は国と選ばれた団体との間になる。

◯四日市市の場合はどこの部署か？

→商業観光課になる。

◯商業観光課に行けばいいのか？

→最初は県の担当者（勤労・雇用支援室）に相談に行き、話を固めて四日市市に行く。システムがややこしい。協働で練り上げていって実行に移すのがいいと思う。

→市町村の推薦があって、県の同意をつけて国に提出する。

◯委託費はいくら？

→年間1600万円である。

◯津市の場合は？

→津市のサポステみえは、県が推薦をして国に提案をしている。県のお膝元だからというものだった。
→いまサポステがある伊勢、伊賀もいきなりすぐにできたわけではない。さまざまな支援機関が意見交換の場を地道にもち、ネットワークを構築している。今日の場は四日市でのその第一歩になればと考える。

◯そういう活動はそこまで重要なのだということです。就職するだけではなく，一番深い根っこのところに固まっているやつをどうにかしないと自立は無理なのです。

果たして1600万をかけてやることに意味があるのかな？と思う。それであれば、こちらにまわしてほしい。スタッフも最小限におさえ、大地の家っていう居場所があるということすら言えない。もっとしなければならないことが山ほどあるのに、なんで先に違う事しているのか、意味がないのではないか。
９．その他

◯アンケートの提出、メーリングリスト登録の呼びかけ
以上

